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 序 論
インターネットの普及は，商取引の在り方を劇的に多様化させてきた。製品
の販売に係る事業者は，オンラインセールスの方法を用いることにより，効率
的な販売を実現させ，それによる利益を上げてきている。他方において，検索
エンジンによって収益を上げる形態も存在している（これらの取引形態をまとめ
て「Ｅコマース」という）。
Ｅコマースのうち，後者のような取引形態は，新たな法的問題を惹起してい
る。近年，Ｅコマースに対する商標法の適用の在り方は，検索エンジンの適正
な使用に関する争点として顕在化しているように思われる。
検索エンジンは，インターネットユーザが特定商品等を購入する際に，関連
するキーワードを入力することで，関連するウェブサイトが多数表示され，情
報を収集することを可能にする。検索エンジンは，ウェブサイトのテキスト，
ドメインネーム，メタタグを表示する。メタタグとは，後述するように，ウェ
ブサイトのコンテンツを識別するために使われる。インターネットユーザは，
表示されたリンクをクリックすることで，情報を閲覧することができる。
この際において当該商品の販売業者は，営業上有利になることから，自らの
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リンクが上位に記載されることを望んでおり，この上位記載獲得競争が激しく
展開されることになる。この時，ブラウザ上に現れず視認することができない
性質を有するメタタグを利用することが行われている。例えば，競争者のブラ
ンド名たる登録商標を自らのメタタグに含ませることによって，インターネッ
トユーザが，当該競争者名を入力してサーチエンジンで検索する際に，自らの
ウェブサイトも現出するようにすることもできる。
このことによって，競争者のウェブサイトを検索するインターネット利用者
を，そうであるとは意識させずに，自らのウェブサイトに導入することが可能
となる。このようなメタタグの利用について，商標権侵害に該当するとの裁判
例が我が国において現れるに至った。この問題は，米国においては，既に多く
の裁判例の表出としても顕在化してきており，商標権に内在する問題として検
討がなされてきている。
メタタグの利用について，日米において商標権侵害が成立するという判断が
なされているのであるが，解釈論上異論もある。また，競争法（独占禁止法）
上の問題点が十分に考慮されているとは言い難い状況にある。
本稿では，日米の事例を俯瞰すると共に，商標法の解釈論を再検討しつつ
も，競争法・競争政策上の観点からの検討を中心にこの問題を扱うこととす
る。まず関連する術語を整理し，問題の所在を明らかにする（第章）。その
上で，米国商標法を概観し（第章），米国，日本の事例を検討する（第章，
第章）。これらを踏まえ，競争法上の観点からの検討を行い（第章），概括
を行う（第章）。
 問題の所在
検索エンジンに対し，ウェブページの概要などを表示する役割を果たすメタ
タグを利用して，自らのウェブページを上位にランクアップさせる行為が商標
権侵害を構成するか否かについて，商標法及び競争法の適用を検討するにあた
り，関連する術語を整理することが肝要となる。そこで，術語の整理を行った
上で，問題の所在を明らかにする。
⑴ Ｅコマースにおける術語の整理
インターネットにおいて最も急速に発展したのは，ウェブ（web）である。
このウェブは，ウェブサイト（website）とも呼ばれ，テキスト，画像，音声
等の情報を含有し，他のウェブページとの連関を可能にする。インターネット
に接続するには，インターネットブラウザーを利用する必要がある。
立教法学 第 85 号（2012)
466（43）
インターネットユーザが，特定のウェブサイトを参照する場合には，検索エ
ンジンを利用することがある。インターネットユーザは，キーワードを検索エ
ンジンに入力することで，検索が可能となる。
ここでの関連検索結果をコンパイルする方法は，どのウェブサイトが最も関
連を有するかを決定するアルゴリズムを採用する場合と，最初の検索結果リス
トページにスポンサーリンクを表示する場合とがある。
アルゴリズムは多様な要素から構成されており，必ずしも複雑に構成されて
いる必要はないが，検索エンジンにおいては，検索結果リストの最上部に最も
関連性を有するウェブサイト等を掲示するために複雑な構成要素から成ってい
る1)。このアルゴリズムは，継続的に更新される必要があり，公に公表される
ことはない。
スポンサーリンクは，検索キーワードやページの内容に応じて表示される有
料の広告であり，検索エンジン運営会社が販売する形をとる。この運営会社
は，インターネットユーザが関連するキーワードを入力した際に，購入者（ス
ポンサー）のウェブサイトを検索結果表示ページに掲載することを保証するも
のであるが，実質的には，スポンサーの存在しないリンク（organic links）と
併存することになる2)。
従来アルゴリズムは，メタタグを通じてキーワードを検証していたが，ウェ
ブサイトのオーナーが，このメタタグを不正操作することにより，自らのウェ
ブページを，検索リストの最上部に記載されるようにすることが行われるに至
ったことなどから，メタタグに依拠せず検証されるようになり，より複雑化し
てきている3)。
メタタグとは，インターネットの利用にあたって画面上目には見えないコー
ド（HTMLコード）であり，検索エンジンにウェブページの概要，キーワード
を伝達する役割を有するものである4)。メタタグは，自らのウェブサイトをサ
商標権の権利行使と独占禁止法（伊藤隆史）
465（44）
	）See. Erick Goldman kDeregulating Relevancy in Internet Trademark Law”54 Emory L.J.
507,534-36（1995）ここでは，著名なサーチエンジンである Googleのアルゴリズムにおいて，
ページタイトル・ページ上の関連する用語・第三者によって設定されるハイパーテキストリン
クに含まれる用語等を含む約 100 種類の要素から構成されていることが紹介されている。
）See. Melanie C.Mackay kMetatags and Sponsored Links:Solving a Trademark Dispute with
an Antitrust Inquiry”59 DePaul L.Rev.181,185（2009）
）See. id.
）酒井順子「メタタグの使用と商標権侵害」パテント Vol.60 No. 21 頁（2007）参照。
ーチエンジンの検索結果にリストアップさせるために使用されるものであり，
ウェブページを作成する際に必須となるものではないが，正確にリストに表示
させるために，自らのウェブサイトにメタタグが使用されることは実際には多
いことになる。
メタタグには様々な種類がある。主要なものとしては，キーワードメタタグ
及び記述（description）メタタグとがある。前者は，サイバースペースのどこ
に何が存在するかを検索するユーザに適切なインデックスを表示するために特
定するウェブページが何であるかを伝達する役割を果たす5)。後者は，ウェブ
サイトの説明文を含むものであり，そのまま表示されることもある6)。
⑵ メタタグと商標権 問題の所在
Ｅコマースは，商取引の新たな手段として重要性を有するに至っている。そ
れ故に，サイバースペースにおいて有利な地位を占めるようになった競争者に
対して，商標権等の知的財産権に基づいて，訴訟を提起する誘因が働きやすく
なる。このような訴訟は特に米国において多発してきている。
この結果，Ｅコマースに関連する法的判断が必ずしも一致せず，矛盾したよ
うにみられる判断が下されることもある。特に，メタタグまたはスポンサーリ
ンクに，競争者の商標を含有させることが，競争者の商標権侵害となるのか否
かについては，争いがある。
競争者の商標をメタタグに含有させる目的は，検索エンジンにおいて，検索
リストの上位に自らのウェブサイトを表示させる手段としてとらえることがで
きる。この観点においては，顧客獲得競争の手段としてとらえることもでき
る。この場合にメタタグに商標を含有された者が，商標権に基づいて，当該行
為を差し止めることは，競争の手段としての，検索エンジンでの宣伝広告活動
を制限することになる。
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）See. Dan Mc Cuaig kHalve the Baby:An Obvious to the Troubling Use of the Trademarks as
Metatags”18 J.Marshall J.Computer&Info.L.643,646（2000），Benjamin F. Sidbury kCompa-
rative Advertising on the Internet：Defining the Boundaries of Trademark Fair Use for
Internet Metatags and Trigger Ads” 3 N.C.J.L.&Tech. 35, 40-42（2001）, Yelena Dunaevsky
kDonʼt Confuse Metatags with Initial Interest Confusion”29 Fordham Urb. L.J. 1349, 1356-1357
（2002）
）前掲註）では，東京地方裁判所のホームページ（http://www.courts.go.jp/tokyo/）が例と
され両者について，説明されている。これによれば，例えば「裁判所」「東京都」等がキーワー
ドメタタグ，「東京地方裁判所，東京家庭裁判所のホームページです」等が descriptionメタタ
グとなる。より詳細につき同論文 21 頁参照。
メタタグに商標を含有させる行為については，商標法上は，商標の使用に該
当するか否かが問題となる7)。この商標の使用をめぐる解釈論が展開されるこ
とになるが，これに加えて，公正競争秩序の維持を目的とする独占禁止法との
関係も重要となりうるように思われる。しかし，具体的事例としては，この点
については争点とされておらず，専ら商標法との関係で争われてきている8)。
このような観点から，本稿では，日米の具体的事例の検討を通じて，独占禁
止法上の問題点についても，検討することを目的とする。
 米国における商標法の概要と伝統的解釈
米国における商標の適正使用に関しては，Lanham法がその規制を規定して
いる。同法の目的は，商標の明確性（clarity）を保護することで，消費者を混
同から保護し，消費者の検索コストを削減し，商標権者に製品等の品質・評判
を向上させ，信用を商標に蓄積させるよう努力させることにあるものと解され
る9)。
この法目的を実現するために同法は，登録商標を販売，広告等に関連して，
混同を生じさせる商業上の使用を禁じている10)。
同法では，使用，混同概念について，明確に規定されている。同法の規定に
よれば，製品及びその包装（容器）にいかなる手段であるかを問わず，存置す
るか，タグ・ラベルに付ける等において展示する行為等が使用に含まれること
になる11)。また，混同については，混同の可能性（likelihood of confusion）が問
題になるものであると解され，当該製品の出所につき，相当数の通常の分別を
有する購買者が，ミスリードされ，または単純に誤認させられる場合であると
解される。
以上のように，伝統的な使用・混同概念につき，判例法上も明確化が図られ
てきているが，これらは，実際の商品・役務に関連する理論上の展開であっ
て，近年発達してきたインターネット上の取引においては，解明されていない
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）商標法条項各号。
）但し，商標権侵害として，訴訟が提起されている事例であり，訴因が異なることから，この
ことは当然であるともいえる。
）See. Michael Grynberg kTrademark Litigation as Consumer Conflict”83 N.Y.U.L.Rev.60,64-
66（2008）
10）See. 15 U.S.C.§ 1114⑴⒜（2006）
11）See. Id§ 1127（2006）
点もなお存在するといわざるをえないことになる。
 米国における事例の検討
4.1 Lanham法違反を肯定した事例
4.1.1 North American Medical Co.,v.Axiom Worldwide,Inc.12)
North American Medical Co.（以下「NAM」という）は，理学療法に用いら
れる脊髄への器具（physiotherapeutic spinal device）の企画製造業者である。
Axiomは，NAMの競争業者であり，DRX9000として知られる器具を製造し
ていた。NAMと Adagenは，商標法違反として Axiomに一連の訴訟を提起
していたが，そこから派生したのが本件である。
本件においては，Axiom が，NAM の登録商標kAccu-Spina”及びkIDD
Therapy”を使用したことが問題とされた。Axiomは自らのウェブサイトに
おけるメタタグに，上記つの用語を使用した。Axiomのウェブサイトでは，
インターネット上の訪問者に対し，上記 NAMの商標を提示しておらず，Ｎ
ＡＭの製品に関しては記載されていないが，検索エンジンに影響を及ぼすメタ
タグに，これらを含ませていた。例えば証拠によれば，Axiomがメタタグか
らこれらを除去するまでは，コンピュータユーザが，これらを Googleの検索
エンジンに入力すると，サーチエンジンによって，番目に関連性が高い検索
結果として，Axiomのウェブページがリストに表示されていた。
ジョージア北地区連邦地方裁判所は，NAM及び Adagenの主張を認め，
Axiomに対し，メタタグにおいて，Axiomによる NAMの商標利用を禁ずる
仮差止等を認めた13)。これに対し，Axiomは，可視化されていないメタタグ
における商標の使用は，商業的使用（use in commerce）に該当せず，混同を生
ずる可能性（likelihood of confusion）の要件を充足するものではない等として，
控訴した。
第十一巡回区控訴裁判所は，Axiomによる NAMの商標の使用は，①商品
の広告に関連性を有するため商業的使用に該当する，②地裁の判断において混
同の存在について，明らかな誤りがあるとは認められないことから，NAMと
Adagenは，商標権侵害訴訟において勝訴しうる可能性を示したことになると
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12）522 F.3d 1211（2008）
13）United States District Court for the Northern District of Georgia. D. C. Docket No.
06-01678CV-JTC-1.
した。
控訴裁判所は，①につき，Axiomがインターネット上における製品の販売
にあたり，宣伝広告の一環として NAMのつの商標をメタタグに使用した
ことが明らかであることを根拠としている14)。②につき，Axiomは NAMの
直接の競争者であり，NAMの商標権と関連付けて自らを競争上有利にさせよ
うとしたことから，混同についての地裁の判断を誤りとする理由に欠けるとの
判断を示した15)。
4.1.2 Australian Gold,Inc. v. Brenda Hatfield.16)
Australian Gold, Inc.（以下「AG」という）は，Australian Gold 及び Carib-
bean Goldブランド日焼けローション（tanning lotion）の製造を行っており，
このつのブランドに関連する商標権を有していた。また，Advanced Tech-
nology Systems Inc.（以下「ATS」という）は，同様に Swedish Beautyブラン
ド日焼けローションの製造を行っており，関連する商標権を有していた。
ETS, Inc.（以下「ET」という）は，Australian Gold，Caribbean Gold，Swed-
ish Beauty室内用日焼けローション及び関連商品（以下まとめて「製品」とい
う）の独占的卸売業者であった。
米国における 25000の日焼けサロンの約 50〜60パーセントが，製品を利用
していた。ETは製品を直接これらサロンに供給せず，独立の卸売業者との契
約を締結し，製品をサロンに供給していた。
これらの契約において，卸売業者がインターネットを通じた販売等を行うこ
とが禁止された。また，ETと契約を締結するすべての卸売業者は，関連製品
の販売等に係るトレーニングプログラムに参加することが義務付けられてい
た。
被告らは，原告の許諾を得ずに，インターネットを通じて製品の再販売を行
っていたが，原告により異議が申し立てられることを恐れ，当該販売活動を秘
匿していた。例えば，取引における名称を，「The Internet Marketing Guys」
から「Palm Harbor Tanning and Distributing」に変更することで，日焼けサ
ロンを経営していることを示し，原告に疑われることなく，ETにより認証を
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14）See. supra note 12, at 1219
15）See. id. at 1221
16）436 F.3d 1228（2008）
受けた卸売業者から，製品を購入することを可能にしていた。
被告らは，当初，ETに認証を受けた卸売業者 AETSから製品の供給を受
けていた。この事実を知得した原告は，AETSとの契約を解除した。このた
め被告らは，匿名業者から製品の供給を受けることにしていた。
被告らは，製品の販売にあたって，ウェブサイトを運営していたが，製品の
写真，詳細を提示するとともに，原告の商標をも記載していた。さらに被告ら
は，原告の商標をメタタグに含有させていた。またこれに関連して，被告ら
は，Overture. comなる会社と契約することで，インターネットのサーチエン
ジン等で原告のいずれかの商標が入力されると，被告らのウェブサイトが，検
索リストの番目までに表示されるようにしていた。
これに対し，原告は，商標権侵害，不正広告等を理由として，提訴した。オ
クラホマ西部地区地方裁判所は，これを認め，被告らに対する懲罰的損害賠償
を命じた17)。
被告らは，第十巡回区控訴裁判所に控訴した。控訴裁判所は，被告らによる
一連の行為について，Lanham法に違反するとした。即ち，被告らのウェブサ
イトを閲覧するユーザは，製品を原告からではなく，その競争者から購入でき
ることになる。さらに，被告らは，製品を販売していないときでも原告の商標
を利用することによって，自らのウェブサイトにユーザを引き込むようにして
いたのであって，原告の商標における信用（goodwill）を利用した行為であり，
Lanham法に違反するとした。
また，Initial Interest Confusion（詳細は本稿 4.3において後述する）について
も，Sally Beauty Co. v. Beautyco, Inc., 304 F.3d 964（10th Cir. 2002）において
示された以下のつの考慮されるべき要件に照らして検討されている。即ち，
この要件とは，①マークの類似性の程度，②マークを採用する被疑侵害者の意
図，③実際の混同に係る証拠，④製品及びマーケティングの手法の類似性，⑤
購入者による行使（exercise）の可能性に対する注意の程度，⑥マークがもた
らす印象等の強さあるいは弱さ（strength or weakness）である。そのうえで，
被告による当該行為が混同を生じさせるものであるとした。
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17）Australian Gold,Inc. v. Brenda Hatfield.2004 U.S.Dist.LEXIS29758（W.D.Okla.,Jan.16 2004）
4.1.3 Playboy Enterprises,Inc., v. Netscape Communications
Corporation18)
本件では，Keyingという慣行が問題となった。Keyingは，広告者が事前に
登録された用語に関連する広告にリンクさせることによって，特定の個人に対
し，広告活動が展開できることを可能にするものである。
例えば，ガーデニングに関連する用語を検索する者は，種子販売業者の顧客
となる可能性があるが，この種子販売業者が一定額を支払うことにより，検索
結果として，この事業者の広告が表示されるシステムである。検索結果が表示
されるウェブページは，バナー広告（banner ads）とも呼ばれる。
Netscape Communications Corporation（以下「NCC」という）は，多数のバ
ナー広告のリストを有しており，この中には Playboy Enterprises, Inc.（以下
「PEI」という）が商標権を有する「playboy」及び「playmate」も含まれてい
た。NCCは，事業者に対し，広告をこれらつにリンクさせるようにしてお
り，ユーザがこれらを入力するとこれらの事業者のバナー広告が検索結果のペ
ージに表示されるようになっていた。
また，バナー広告においては，「click here」と表示されており，検索者がこ
れに従ってクリックすると，検索結果は表示されず，当該広告者のウェブサイ
トへ到達するようになっていた。
これに対し，PEIは，自らの有する商標を侵害する形で，NCCが標章（マ
ーク）を使用したとして提訴した。
当初 PEIのサイトを探していた顧客が，初めはバナー広告が PEIのサイト
か，それと関係のあるサイトであると信じる可能性があることになるが，
「click here」の表示に従って，サイトにアクセスすると，PEIがスポンサーで
あるサイトではないことを認識しうることになる。
しかしながら第九巡回区控訴裁判所は，インターネットのユーザが PEIの
競争者たるこのサイトに留まる可能性があるとし，被告が PEIの商標を用い
ることによってユーザがそのサイトに到達したものであると解し，AMF Inc.
v.Sleekcraft Boats19)で示された要因テストに照らして混同の可能性を検討
した。即ち，要因とは①マークがもたらす印象等の強さ（strength），②商品
の近接性（proximity），③マークの類似性（similarity），④実際の混同の証拠，
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⑤使用された流通経路，⑥製品のタイプ及び購入者によって行われる可能性の
ある注意の程度，⑦マークを選択するにあたっての被告の意図，⑧製品ライン
の拡張の可能性，である。
その結果として，実質的な混同の可能性を認め，被告有利のサマリージャッ
ジメントを許容した地裁判決を覆した。
4.1.4 Government Employees Insurance Company v.Google Inc.20)
原告 Government Employees Insurance Company（以下「GEICO」という）
は，「GEICO」及び「GEICO DIRECT」なるマークにつき商標権を取得して
いた。
被告 Google及び Overtureは，インターネット検索エンジンを運営してい
たが，この検索エンジンは，ユーザによって入力された用語をウェブサイトの
データベースと照合して，当該用語と関連を有するウェブサイトが検索結果ペ
ージに表示されるようになっていた。
また，この両者は，検索用語とリンクする広告を販売しており，これによっ
て，ユーザが，特定の検索用語を入力すると，検索結果ページにおいて，中立
かつ客観的に用いられる検索エンジンプログラムによって選択されたウェブペ
ージのみならず，一定の料金を支払った広告主のウェブサイトも，スポンサー
リンクとして表示されるようになっていた。
これに対し，原告 GEICOは，みずからが有する商標権にリンクされた広告
を販売することが，Lanham法等に違反するとして提訴した。
バージニア東地区連邦地方裁判所は，被告が原告の商標権を広告に含ませ，
広告プログラムをコントロールしていたことからすれば，この商標の使用につ
いて責任を有するものであるとした21)。
4.1.5 Rescuecom Corp.v.Google Inc.22)
Rescuecom（以下「RC」という）は，コンピュータサービスのフランチャイ
ジング会社であり，コンピュータを通じて，商品や役務を提供していた。さら
に RCは，インターネットを通じた広告の提供も行っており，ウェブベースの
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20）330 F.Supp.2d 700（2004）
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サービスの提供も受けていた。また，RCは，「Rescuecom」について商標登
録を受け，その有効性について争われることはなかった。
Googleは，著名なインターネット検索エンジンを運営していた。Googleの
検索エンジンを利用することによって，ユーザは取引先や情報を検索すること
ができる。Googleは，プロバイダによるウェブサイトのリンクのリストを提
供しており，このプロバイダのリンクをクリックすることにより，ユーザはプ
ロバイダのウェブサイトに到達することができ，商品・役務に関する情報を入
手することができるようになっている。
また，ユーザが検索用語を入力することで，Googleの検索エンジンを利用
することにより，ユーザのスクリーン上に広告を表示させることも可能となっ
ている。広告者が，特定用語を入力したユーザにとって利益となる広告を掲載
することに関心を有する場合には，Googleから，広告をスクリーンに表示さ
せる配置枠（placement）を購入することもできる。これは，広告者のウェブ
サイトへのリンクとなることにもなる。
Googleは，このようなリンクを提供するために，種のプログラム，即ち，
AdWordsと Keyword Suggestion Toolを用いていた。
前者は，広告者が用語（キーワード）を購入することが前提となる。検索用
語が入力されると，当該広告者の広告及びリンクが表示される。広告者が特定
の用語を購入することによって，ユーザがこの購入された用語に基づいて
Googleでの検索を開始すると必ず，広告者の広告とリンクが表示されること
になる。広告者は，ユーザが広告をクリックし広告者のウェブサイトにリンク
された回数に応じて Googleに料金を支払うこととされていた。
後者は，広告者が自らの取引分野に関するキーワードを認識することを補助
することによって，広告の効果を上げるためのプログラムである。
広告は，その内容自体及び広告者のウェブページとの組み合わせから成って
おり，Googleはこれらの広告を検索結果ページに表示していた。そしてこれ
らの広告は，一般的には，スポンサーリンクと呼ばれるラベル（label）との関
連性を有していた。
RCは，この点に関連して，ユーザのスクリーンに表示された広告が，ユー
ザに対し，関連検索結果の一部であると信じ込ませることでミスリードするも
のである，ユーザが，RCの検索をする際に，競争者の広告及びリンクが表示
されることになり，このことは商標の混同を生じさせる可能性があると主張し
た23)。
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第二巡回区控訴裁判所は，スポンサーリンクに商標権を使用することは，
Lanham法によって定義される使用概念に該当するものであるとして， RCの
主張を認めた24)。
4.2 Lanham法違反を否定した事例
1-800 Contacts,Inc.v.When U.Com,Inc.25)
When U.Com,Inc.（以下「WUC」という）は，インターネットマーケティン
グ会社であり，コンピュータユーザにポップアップ広告（pop- up ads）を提供
するために，ユーザのインターネット利用行動をモニターする SaveNowと呼
ばれるソフトウェアを使用していた。
このソフトウェアは，ユーザがインターネットから無償でダウンロードしう
るものであり，インストールされると，ユーザの利用に応じて，この特定の利
用内容と関連するポップアップ広告を表示させるものであった。ユーザに対し
て広告を適切に提供するために，ユーザが検索エンジン等に入力した特定の好
みを反映させる，多数のウェブサイトアドレス，検索用語，キーワードアルゴ
リズム等を採用していた。
SaveNowが用語を認識すると関連製品等のカテゴリーから，無作為に広告
がコンピュータスクリーン上に表示されるようになっていた。
1-800 Contacts, Inc.（以下「1-800」という）は，コンタクトレンズ及びその
関連製品をメール，電話，インターネットウェブサイトによって販売する流通
業者である。
1-800は，ユーザが 1-800のウェブサイトにアクセスすると，ユーザのデス
クトップに競争者のポップアップ広告が，表示されることになるようにしてい
たとして，WUCが 1-800の商標権を侵害するものであり，Lanham法に違反
するものであるとして提訴した。ニューヨーク南地区連邦地方裁判所は，
1-800による仮差止（preliminary injunction）の請求を認めた26)。
これに対し，WUCが控訴したのが本件である。第二巡回区控訴裁判所は，
以下の要件を満たせば，商標の使用に該当せず，Lanham法に違反しないとし
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23）See. id at 126
24）See. id at 128-130
25）414 F.3d 400（2d Cir.2005）
26）1-800 Contacts,Inc.v.WhenU.Com,Inc.,309 F.Supp.2d 467（S.D.N.Y.2003）
た。即ち，①WUCが，ユーザ向け広告の提供を誘発する非表示ディレクトリ
において，1-800の商標であると認識しうるウェブサイトアドレスを使用して
いないこと，または②ユーザのコンピュータスクリーン上の上部，下部，また
は 1-800のウェブサイトのウインドウの底辺に沿って，独立のブランド化され
たポップアップ広告を表示させないことである。
その上で，ディレクトリにある 1-800のウェブサイトアドレスが，1-800の
マークと実際に視覚的に混同を生じさせる恐れがないことなどから，地裁の判
断を覆した。
4.3 Initial Interest Confusion 理論の判例法上の展開
メタタグやスポンサーリンクにおいて，競争者の商標を使用することが，
Lanham法に違反するとの判断が現在の潮流になってきている。これらの裁判
例においては，「使用」概念に該当するか否かの判断ではなく，「消費者の混
同」に該当するか否かの判断に重点がおかれている。
従来の商標権侵害事件においては，消費者による製品等の出所混同を招来す
る場合に，商標権の侵害にあたるとされてきており，これが Lanham法違反
にあたる要件であると解されてきた27)。
しかしながら，これらの要件をＥコマースへの Lanham法の適用にあたっ
て採用することはせず，商標の使用にあたっては，混同概念につき，Initial
Interest Confusion（以下「IIC」という）の適用を元に判断を行ってきている。
IICとは，消費者が特定の製品等の購入を希望する際に，類似の商標等を使
用する他社製品等を当該特定製品の供給者であると誤認し，当初求めていた供
給者の製品とは異なることに気付いたとしても，そのまま留まることになる混
同のことをいう28)。消費者は，購入時にはもはや誤認することはないもので
あると考えられるので，IICは，供給者が製品等の購買の前の段階で誤認を生
ぜしめることを問題にしていることになる。
IICは，購買の前であっても，最初の段階で消費者を惹きつける混同を引き
起こすことによって生じた損害への救済を提供する理論であると位置付けられ
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27）15 U.S.C.ss1127（2006）, See. Mushroom Makers, Inc. v.R.G.Barry Corp., 580 F.2d 44,47（2d
Cir. 1978）
28）See. Generally, Eli Lilly&Co.v.Natural Answers, Inc., 233 F.3d 456,464（7th Cir.2000）, supra
case 18 1025
る29)。
IICは，第二巡回区控訴裁判所判決30)によって判例法上確立せられてきたと
解されるが，ここでは，混同の生ずる可能性につき，製品等の購入時から，製
品等の検索時へと分析を早い段階へとシフトさせたことに特徴を見出すことが
できる31)。
その後，同裁判所で，Mobil Corp.v.Pegasus Petroleum Corp.32) において，
再び IICが適用されるに至った。この事件では，IICを用いて，「Pegasus」と
いう単語が，Mobil Corpの商標「flying horse」を侵害するものであるとされ
た。
Mobil Corpは，伝説上のペガサスのシンボルとして，「flying horse」の商標
を用いて，石油製品の製造・販売を行っていた。Pegasus Petroleumは，石油
の取引に従事していたが，直接一般に販売することは行っていなかった。
裁判所は，両者は直接の競争者ではないが，石油業界における競争者である
ということはできるとした上で，Pegasus Petroleumは，「flying horse」の絵
画化されたシンボルを用いていたわけではないが，Pegasusという単語は，
Mobil Oilとの関連性を有する赤い「flying horse」を想起させるものであると
した33)。
本件における裁判所の判断は，混同の可能性について，第三者が，Pegasus
PetroleumがMobil Corpと関連を有するために取引を希望するようになるこ
とを問題にするのではなく，Pegasus Petroleumが取引の初期の段階で，信用
を獲得する可能性があることをその根拠においている34)。従って，同裁判所
は，IICに基づいて，商標侵害の基となるフリーライドの可能性に着目したと
みることができる35)。
メタタグにおける商標の使用について，IIC を初めて適用した事例が，
Brookfield Communications, Inc. v.West Coast Enterteinment Corp.36)であ
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29）前掲註）23 頁参照。
30）Grotrian, Helfferich, Schults, Th. Steinweg Nachf. v. Steinway&Sons, 523 F.2d 1331（2d. Cir.
1975）
31）See. id at 1342
32）818 F.2d 254（2d Cir.1987）
33）See. id at 257
34）See. id at 259
35）See. Niki R.Woods¹Initial Interest Confusion in Metatag Cases: The Move from Confusion to
Diversion”22Berkeley Tech.L.J.393,398（2007）
る37)。この事件では，ビデオレンタル店 West Coast Entertainment（以下
「WCE」という）が，Brookfield Communications（以下「BC」という）の商標
を自らのメタタグに使用していたとして，BCが提訴した。
BCは，インターネットを通じて，「MovieBuff」という商標を使用して，エ
ンターテインメント業界のソフトウェアデータベースを提供していた。WCE
は，同様のサービスを提供しており，ドメインネーム，「moviebuff.com.」を
使用し，「MovieBuff」をメタタグに入れていた。
両者は，提供する製品が同一で直接の競争者といえるかについては，明らか
ではなく，現実に混同が生じたとする証拠に欠けるものではあったが，第九巡
回区控訴裁判所は，商標及びドメインネームの使用につき，IICを用いること
によって，混同を生ずるものであるとした38)。裁判所の判断では，WCEが，
「moviebuff. com.」及び「MovieBuff」を使用することにより，商標の
「MovieBuff」を基にウェブサイトを探す者を自らの方へと引き寄せることに
よって，BCが使用することによって蓄積してきた信用を不当に利用したとす
る点に判断の根拠を有する。即ち，最終的に実際の販売行為に至らなかったと
しても，WCEが，消費者の当初の興味，関心を引くことによって，興味，関
心の方向を自らに向けさせるように転換したことを以て，商標侵害の成立を認
めたことになる。
このように第九巡回区控訴裁判所は，IICをＥコマースに用いたことにな
る。同裁判所は，その後前掲 PEI事件（4.1.3事件）においても，Ｅコマース
における IICを適用し，判例法上，この適用を行う基礎を築いたものと解され
る。
これを契機として，従来の混同概念より広い概念としての IICが採用される
に至っている。既にみたように，メタタグやスポンサーリンクに競争者の商標
を用いることについて，Lanham法違反を認定することが多くなっている。
これに対し，これら行為につき，第二巡回区控訴裁判所は，先にみたように
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36）174 F.3d 1036,1045（9th Cir.1999）
37）なお，その他の関連する判例理論の展開については Julie A. Rajzer¹Misunderstanding the
Internet: How Courts are Overprotecting Trademarks Used in Metatags”2001 L.Rev. M.S.U.-D.
C.L. 427, 439-455（2001）, Tom Monagan¹Can an Invisible Word Create Confusion? The Need
for Clarity in the Law of Trademark Infringement through Internet Metatags”62 Ohio St. L.J.
973, 979-1001（2001）参照。
38）See. id Tom Monagan at 1050,1056, 1062
1-800 Contacts事件（本稿 4.2）で，条文上の使用概念に該当しないとして，
Lanham法に違反しないとした。
しかしながら，第二巡回区控訴裁判所は，Rescuecom事件（4.1.5）で，ス
ポンサーリンク及びメタタグに商標権を用いることにつき，商標の使用に該当
するとして，Lanham法違反を肯定しており，結果的に判例法上の潮流に回帰
したようにみることもできる。
このように，Rescuecom事件における第二巡回区控訴裁判所の判断は，他
の同様の事件と結論としては，整合性を有するに至っているといえる。しか
し，第二巡回区控訴裁判所の判断のプロセスにおいて，他者の商標を結果的に
利用する競争者のミスコンダクトを問題にしており，消費者の混同を Lanham
法違反の根拠としているわけではない39)。
Rescuecom事件における同裁判所の判断は，単に IICにのみ依拠すること
については消極的に解した上で，現実の使用に照射しつつ結論を導いており，
この意味では妥当であったといえる。
4.4 判例法理論の検討
判例法上，多数の事件において，裁判所はメタタグ及びスポンサーリンクへ
の商標の使用を Lanham法に違反するものであるとしている。ここでは，商
標の使用があれば，IIC が惹起するととらえ，それ故に，これらの行為が
Lanham法上の使用にも該当するとする理論構成を行っている。
しかし，これによれば，IICが生ずる場合に，現実の使用がなされたととら
えることになり適切ではない。即ち，商標の使用と混同を別の要件として個別
に検証していないことになるからである40)。
また，メタタグ及びスポンサーリンクに商標を使用することが，消費者に対
し混同の恐れを生じさせるか否かは必ずしも明らかではない。この点，いずれ
の裁判所も，これら行為が商品の出所等につき，現実の混同を生じさせている
とは認定していない。Lanham法違反を認定するにあたり，多数の裁判所は，
オンラインで商品を購入する場合に，現実の混同を生じさせることにはならな
いが，メタタグやスポンサーリンクに商標を使用することが，IICを生じさせ
るととらえている。
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39）See. 1-800 Contacts,Inc.,414 F.3d. at 410
40）この点に関するより詳細な検討につき前掲註），196-197 参照。
Ｅコマースにおいて IICが生ずる可能性は，商標権者以外の者がメタタグや
スポンサーリンクに他者の商標を挿入することによって，ユーザが到達しよう
とする商標権者のウェブサイトの商標を検索エンジンに入力すると，商標権者
のウェブサイトのみならず，その競争者のウェブサイトも表示され，ユーザが
そのウェブサイトに誘導されることにあると解される。この場合でも，ユーザ
はすぐにこの間違いに気付くことになるが，これによって，あるユーザのニー
ズは充足されることになるとして，混同が認定されてきている。
多数判決は，ユーザが，誤認してクリックすることで，商標権者ではなく，
その競争者のウェブサイトに到達しうることをとらえ IICの成立を認めること
で，Lanham法違反を認めている。しかし，それぞれのリンクは視覚的にも独
立しているのであって，	つのリンクのみが商標権者と関連を有するものであ
ることからすれば，そこに混同が生ずると解することは，実体に即していると
はいえないようにも思われる41)。
 我が国における事例の検討
5.1 事実及び判旨の概要
我が国においても，他人の商標を含めたメタタグの使用に関して，商標権侵
害に該当するとされた事例がある42)。
本件における被告は，インターネットに自社のウェブサイトを開設してお
り，htmlファイルに，メタタグとして，「〈meta name=”description”content=”
クルマの 110番。輸入，排ガス，登録，車検，部品・アクセサリー販売等，ク
ルマに関する何でも弊社にご相談下さい。”〉」と記載していた。この記載によ
って，インターネットの検索サイトの	つである msnサーチにおいて，被告
サイトのトップページの説明として，「クルマの 110番。輸入，排ガス，登録，
車検，部品・アクセサリー販売等，クルマに関する何でも弊社にご相談下さ
い。」との表示がされた。
この文字列中の「クルマの 110番」が原告の商標「中
く
古
る
車
ま
の 110番」を侵害
するか否かが問題とされた。
裁判所は，インターネットの検索サイトにおいて，ページを表示するための
htmlファイルへの上記メタタグとしての記載を行うことは，クルマの 110番
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41）See. Supra Note 2, 5, 9 and accompanying text.
42）大阪地裁平成 16 年（ワ）第 12032号（平成 17年 12月日判決）。
以降の部分を表示させるようにするためのものであるとし，これが役務に関す
る広告を電磁的方法により提供する行為にあたるとした。
その上で被告サイトにはどこにも「クルマの 110番」という表示はないので
あるから，原告のものとは異なることがすぐに分かるのであって，混同は生じ
ないとする原告の主張に対しての判断を行っている。
この点については，事業者が複数の標章を並行して使用することは，しばし
ばあることであり，ページの説明文に存在する標章が，リンクされたページに
表示されなかったとしても，それだけで出所表示機能が害されないということ
はできないとした。
これらの理由により裁判所は，商標権侵害を認定した。
5.2 メタタグと商標権
我が国の商標法において，商標権の侵害に該当するとされるのは，商標法
条項各号に列挙されている「使用」概念に該当する場合である。本件では，
メタタグの記述（description）の項目に他人の登録商標に類似する文字列（ク
ルマの 110番）が，用いられていたが，ウェブサイトには，登録商標の文字列
が用いられていなかった場合に，商標の使用に該当し，商標権侵害が成立する
か否かが問題とされた。
商標法条項号の使用とは，「商品若しくは役務に関する広告，価格表
若しくは取引書類に標章を付して展示し，若しくは頒布し，またはこれらを内
容とする情報に標章を付して電磁的方法により提供する行為」である。この規
定によれば，事業者が商品，役務に関してインターネット上にウェブサイトを
開設した際のページの表示が，当該商品・役務に関する商標を含む広告である
ということになる。この点，裁判所は，ウェブサイトを開設した際のページの
表示を役務に関する広告であるととらえ，検索サイトにおいて表示されるペー
ジの説明についても，その役務に関する広告であると解する。このような論理
において，本件行為が商標の使用に該当するとの結論を導いている。
本件の特徴は，記述（description）メタタグが問題とされ，検索サイトに表
示されたウェブサイトの説明文部分と当該メタタグの内容が同一であったとい
う点にあるものといえる43)。従って，キーワードをメタタグとして記載する
ことについては，商標権侵害となるものか否かは明らかにされていないといえ
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 競争法・競争政策とメタタグ・スポンサーリンクにおける商標の使用
インターネットの発展及び普及は，所謂Ｅコマースとして取引の形態を大き
く変化させてきた。このことから，インターネットは，既存の法政策の枠組み
を逸脱する問題を作出してきたともいえる。即ち，立法者の意図や従来の裁判
例ではとらえきれない問題を生じさせてきている。
検索エンジンやメタタグ・スポンサーリンクへの商標法の適用もこれらの典
型例であるということができる。これらの領域への商標法の適用が過度に厳格
に行われると，商標権者が，この領域において行使しうる権利が強化されるこ
とになるが，このことは反面において，競争制限効果を惹起することを容認す
ることにもなりうる。裁判所等によって商標法に基づく過剰規制が行われる
と，公正な競争に対する重大な脅威ともなりうる。商標法違反が成立する要件
を広くとらえることで，商標法の執行が行われると商標権者が市場支配的地位
を形成・維持・強化することを容易にし，反競争効果を有する行為を可能にし
うることになる。
このような観点から，本章では，米国における多数判決が内在する反トラス
ト法上の問題を明らかにした上で，我が国の独占禁止法との関係につき検討を
行う。
6.1 商標権の行使と反トラスト法
反トラスト法は，実定法としては複数の法から構成される，市場における競
争制限を規制する法体系であると位置付けることができる46)。本稿での検討
対象との関係では，シャーマン法を中心に検討を行う。
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44）上沼紫野「判批」Lexis判例速報 2006年 10 号 122 頁，佐藤恵太「判批」中央・ロージャー
ナル第巻第	号 112,116 頁（2007）参照。
45）この点，前掲佐藤「判批」は，本件判旨の理解の仕方として，メタタグの記載を通例のコン
ピュータの使用方法では視認できない場合にも商標権侵害を認めるべきことを念頭においてい
るとの理解に疑問を呈し，本件の射程を，キーワードがメタタグに記載された場合には原則と
して及ばないと考えるべきであるとする。
46）主要な実定法として，シャーマン法，FTC法，クレイトン法がある。
6.1.1 シャーマン法の目的
シャーマン法は，合理的でない（unreasonable）取引制限を禁止する。この
合理的でない取引制限に該当する行為は多様であるが，この	つの類型とし
て，反競争的排除行為（anticompetitive exclusionary conduct）がある。
シャーマン法	条は，またはそれ以上の取引主体による契約，共謀等の協
調行為が取引制限（restraint of trade）をもたらす場合に違法とする。しかし，
全ての契約等は，本質的にある程度の取引制限をもたらすことになるため，一
般的には合理的ではない（unreasonable）取引制限を規制する趣旨であるもの
と解されることになる47)。
しかし，この合理的でない取引制限という概念が不明確であるため，様々な
基準が，用いられてきたが，複数の取引主体が，アウトサイダー（第三者）に
よる，消費者または，生産等に必要な原料・製品等へのアクセスから排除する
行為等は，合理の原則のもとでケースバイケースにおいて判断されてきた48)。
シャーマン法条は，独占化（monopolization）及び独占化の企図（attempt
to monopolize）を禁止するが，独占力そのものではなく，競争過程における潜
在的競争者等に対する排除行為の効果を問題にするものであると解されてい
る。独占力を有すること及び独占価格を設定すること自体は違法でないのみな
らず，自由市場経済の本質であるともとらえられる。従って，独占力を保有す
ることは，そこに反競争行為を伴わない限り，違法とされることはないことに
なる49)。
シャーマン法条の中核となる概念として，排除行為（exclusionary con-
duct）がある50)が，これに該当する行為の基準については，学説において様々
に展開されてきた。例えば，①競争上の効果を比較衡量する51)，②当該行為
が，市場力の行使・維持以外に経済的利益を生じさせない行為であるか否かを
判断する52)，③当該行為が同等に効率的な競争者を排除するか否かを判断す
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47）See. e.g,United States v. Visa U.S.A.Inc.,344 F.3d 229,237-38（2d Cir.2003）
48）See. id.
49）See. Verizon Communication Inc. v. Law Offices of Curtis V. Trinko, LLP., 540U. S. 398,407
（2004）
50）See. Aspen Skiing Co.v.Aspen Highlands Skiing Corp.,472 U.S.585,605（1985）
51）See. Herbert hovenkamp kExclusion and the Sherman Act”72 U.Chi.L.Rev.147,148（2005）
52）See, e.g,A.Douglas Melamed kExclusionary Conduct Under the Antitrust Laws:Balancing,
Sacrifice and Refusal to Deal”20 Berkeley tech.L.J.1247,1255-62（2005）
る53)，④消費者利益または競争への直接的な効果を判断する54)などである。
このように様々な基準が考えられてきたが，いずれか	つの基準を用いるべ
きであると解することは不適切であるといえる。多様な行為が排除行為に該当
する可能性があるため，画一的に基準を採用することは，実態に即した判断と
乖離する可能性があるからである。
6.1.2 競争者排除行為と消費者利益
一般的に排除行為は，消費者利益を害する場合に反競争的であると解される
ことになる。例えば排他的取引契約（exclusive dealing contracts）は，アウトサ
イダーに対する消費者のアクセスを阻害する場合，アウトサイダーが消費者へ
アクセスするにあたっての費用を引き上げることになり，ひいては消費者利益
を侵害することにもなりうる。このことによって，このアウトサイダーは，引
き上げられた費用を消費者価格に転嫁するか，競争を効率的に展開することが
困難になり，市場から退出せざるを得なくなる可能性がある55)。
メタタグとスポンサーリンクに関する本稿における検討対象との関係では，
裁判所の多数判決のように，差止による問題解消は，消費者利益を侵害する可
能性がある。即ち，消費者が，公正な競争が機能している市場においてであれ
ば，入手しえた情報へのアクセスが制限または不可能にされる恐れが生ずるか
らである。
多数判決のように，商標権者による差止が許容されるということでなかった
とすれば，検索エンジンの運営事業者は，スポンサーリンクを販売し，購入し
た事業者は，メタタグに競争者の商標を含有させることができることになる。
このことが可能になるのであれば，ユーザは，検索エンジンに商標を入力する
ことにより，商標権者の商品等のみならず，その競争者のそれらに関する情報
を入手することが容易になる。さらにこのように，消費者が情報の入手を容易
になしうるような結果が導かれることにより，商標権者は競争に直面し，競争
価格が維持されることになる。
差止が許容されず，商標権者の権利行使が抑制される場合には，検索エンジ
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53）See. Richard A.Posner kANTITRUST LAW”194-95（2d.ed.2001）
54）See. Steve C.Salop kExclusionary Conduct,Effect on Consumers,and the Flawed Profit―Sacri-
fice Standard”73 Antitrust L.J.311,313, 329-30（2006）
55）See. Andrew I. Gavil kExclusionary Distribution Strategies by Dominant Firms: Striking a
Better Balance”72 Antitrust L.J.3,38-39（2004）
ンは，競争を促進しうる情報を消費者に提供することが可能となる。メタタグ
及びスポンサーリンクに商標を使用することが禁じられることは，消費者が，
競合する商品等の関連情報を入手する機会を減少せしめることになり，所謂競
争が展開される場としてのインターネットの役割を没却することにもなりかね
ないことになる56)。
多数判決は，競争者の商標をメタタグやスポンサーリンクで使用することを
禁ずることになるが，このことは，商標権者が消費者に対し，十分とはいえな
い情報を提供するにとどまり，競争者との競争を有利にすることになる。多数
判決の判断は，商標を有していない者が，効果的なスポンサーリンクを購入す
ることを不可能にすることになる57)。
6.1.3 多数判決と反トラスト法
米国における多数判決は，メタタグ及びスポンサーリンクへの商標の使用を
禁ずるものであるが，これにより，検索エンジン運営業者が，商標権化された
用語をキーワードとして，販売することが実質的に不可能となる58)。
このことからの利益を享受するのは，商標権者であるが，ここにおける利益
は，消費者に対する，競争者の提供する商品・役務に関する情報の提供を減少
させ，さらに競争者との競争圧力をも減少させることによって，競争上優位に
立つことによって生ずる利益ということである。
ここで問題となる反トラスト法上の論点は，以下の点である。第	に，多
数判決が，検索エンジン運営業者に対し，排他的取引契約を義務付けることに
なり，シャーマン法	条に，第に，商標権者の当該権利行使が，独占化（の
企図）に該当し，同法条に，それぞれ違反することになるか否かという点で
ある。以下個別に検討する。
6.1.3.1 多数判決における差止と排他的取引契約との類似性
検索サイト運営業者は，検索用のキーワードを多く販売することで利益を挙
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56）See. Michael Grynberg kTrademark Litigation as Consumer Conflict”83N.Y.U.L.Rev.60,65
（2008）
57）See. supra note 2 at 209
58）See. Douglas McGheekLooking Beyond kUse”in Predicting Advertiser Liability for Using
Competitorsʼ Marks in Online Advertising”20 Intell.Prop.&Tech.L.J.,Apr.2008 at 9，ここでは，
キーワードとして重要な用語が商標権化されている可能性が高いことにつき説明されている。
げることになる。これへの差止を認める多数判決の立場によれば，検索エンジ
ン運営業者が，キーワード等の販売については，商標権者に対して以外は，禁
じられることになる。
このことからすれば，多数判決は，検索エンジン運営業者に対して，商標権
者との排他的取引契約（exclusive dealing contract）を義務付けることになると
もいえる59)。このように，多数判決に従うことは，実質的に商標権者とのみ
取引をさせるよう義務付けることになるのであって，排他的取引契約と類似す
る効果が生ずることになる。
排他的取引契約がシャーマン法	条に違反するか否かについては，当然違法
の原則（per se illegal）によってではなく，合理の原則（rule of reason）によっ
て，判断されることになる。
また，シャーマン法	条違反を立証するには，関連市場を画定し，当該契約
によって達するマーケットシェアの程度及び，反競争効果を証明しなければな
らない。関連市場は，当該契約等における競争上効果が検討される場として重
要な意味を有する。
検索エンジンのコンテクストにおいては，まずユーザが消費者市場を構成す
ることとなるが，競争を展開する事業者は，オンラインにおける競争者に打ち
克つためには，この消費者市場にアクセスできなければならないことになる。
この場合における製品市場は，検索エンジン運営業者によって販売されるス
ポンサーリンクであると考えられる60)。この市場は，オンラインでの競争を
展開する事業者が，情報の供給源となる点に特色を有する。従って，事業者が
スポンサーリンクを購入できないことになると，情報を消費者に提供できない
ことになり，この結果，競争が展開されないことになる。
関連市場は，一般的には，消費者にとって，代替可能な全ての製品の範囲に
おいて画定されることになるが，これによれば，スポンサーリンクは，代替す
るものを有していないことから，関連市場として認定されうることになる61)。
6.1.3.2 商標権者による独占化の企図
シャーマン法条は独占化（monopolization）及び独占化の企図（attempt to
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59）See. supra note 2 at 210
60）See. id.
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monopolize）を禁止する。両概念は，その意味するところが条文上は必ずしも
明らかではないため，判例法において，その定義が形成されてきた。
前者は，関連市場において独占力を有しており，優れた製品，ビジネスにお
ける明敏さ，歴史的事情の結果として発生または進化したのとは異なる方法に
よって独占力を取得し，維持したことであると解される62)。また，後者は，
略奪的または反競争的行為を行っていること，特定の意図（specific intent），
独占化の企図が成功する危険な蓋然性があることであると解される63)。
商標権者が，メタタグ及びスポンサーリンクに自らの商標をキーワード等と
して利用させないようにする行為は，必ずしも端的に独占化及びその企図に該
当するとはいえないものではあるが，実質的に反競争効果が生ずることから，
特に特定の意図が推認される場合には，独占化の企図に該当し，シャーマン法
条違反を構成するとみることも可能となるように思われる。
6.2 我が国独占禁止法と商標権
メタタグ及びスポンサーリンクに他者の商標を使用することにつき，商標権
者がこれに差止を行うことは，独占禁止法上は，私的独占，不公正な取引方法
（拘束条件付取引）に該当する可能性はある。
私的独占は，独占禁止法条項に定義されているように，排除・支配とい
う人為的，不当な行為によって，一定の取引分野における競争が実質的に制限
されていることを阻止する制度であり，条によって禁止されている。
メタタグ及びスポンサーリンクへの商標の使用を禁ずる商標権者の権利行使
は，これによって，Ｅコマースという取引形態での，競争者の排除に繋がる可
能性がある。先にみたように，スポンサーリンク市場を画定することが可能で
あるとするならば，そこでの競争の実質的制限をみることは可能である。
競争の実質的制限は，一定の取引分野における競争機能の発揮を困難にする
ことであり，市場支配の状態をもたらすことあるいは市場支配力を形成・維
持・強化することであると解されている64)。
メタタグ及びスポンサーリンクに商標を含む用語の使用が不可能にさせられ
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62）See. generally. United States v. Aluminium Co.of America,148 F.2d 416（2nd Cir.1945）, United
States v.United Shoe Machinery Corp.,110 F.Supp.2958（D.C.Mass 1953）, United States v.Grinell
Corp.,384 U.S.563（1966）
63）See. generally.Spectrum Sports,Inc.v.McQuillan,506 U.S.447（1993）
64）根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣 2009）川濵昇執筆部分 65 頁参照。
ることは，これによって排除された事業者が，このコストを回収できなくなる
点に問題の本質がある。即ち，排除された事業者は，商標権化されていないキ
ーワードを購入することはできるのであるが，このようなキーワードは，利益
とならないことが多いこと，またこの事業者は，新たな検索エンジンによる新
たなＥコマースの流通経路を開拓しなければならないことから，実質的には多
大なコストを要することになること65)が，独占禁止法上問題とされうる点で
ある66)。
不公正な取引方法は，私的独占・不当な取引制限の補完的規制として位置付
けられ，公正競争を阻害する行為がこれに該当するものであるとされ規制され
る。これに該当する行為は，条項及び公正取引委員会の指定（一般指定，
特殊指定）に挙げられている。
拘束条件付取引は，この行為類型の	つであるが，相手方の事業活動を拘束
する条件をつけて取引する行為である67)。
商標権者が，権利行使として，検索エンジン運営業者に対し，関連するキー
ワード等については，商標権者とのみ取引をさせるような拘束条件を付してい
るような実態がある場合は，この拘束条件付取引に該当する可能性はあるとい
える68)。
 結 語
米国においては，IICの法理により，商標権の権利範囲が拡張される傾向に
あるように思われる。商標権は排他的独占権としての知的財産権の一種である
ため，この権利が強化され，過剰規制になる場合には，競争法・競争政策の観
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65）See. supra note 2 at 210
66）なお，公正取引委員会平成 13年相談事例［技術に関するもの，事例］ http://www.jftc.go.
jp/soudanjirei/jigyosya/gijutu3.htmlにおいて，競争事業者の使用する商標権を取得すること
により，競争事業者が商標を使用できなくすることについて，私的独占（排除行為）に該当し
うるとしている。ここでは，有力なメーカーが，商標権者に対し，商標使用許諾を解除させる
ことで競争事業者が使用している商標権を取得することなどの行為が，競争の実質的制限に繋
がるものであるとしている。
67）前掲註 64）（泉水文雄執筆部分）468 頁。
68）拘束条件付取引についての競争減殺の具体的判断基準は，排他条件付取引，再販行為で示さ
れるような形で設定することはできず態様・効果が様々であることからすれば，一律に不当性
の基準を考えることが不可能である（根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説 第版』279 頁（有
斐閣 2010））ため，個別具体の事実関係に即して検討される必要はあることになる。
点から問題が生じることになる。
米国判例法上，多数判決は，商標をメタタグ，スポンサーリンクに使用する
ことについては，IICの法理を用いることにより，商標権侵害が成立するとし
ている。
Ｅコマースを展開する事業者にとって，検索エンジンにおける検索結果で，
自らのウェブサイトが上位に表示されることは，競争上優位に立つことにも繋
がる。Ｅコマースに関連する多くの訴訟においては，競争を展開する事業者
が，ウェブサイトを上位に表示させるためにどの程度競争者の商標を使用でき
るかという点が争点とされてきた。
検索エンジンの検索結果において，消費者は上位に表示されるウェブサイト
をクリックすることになる可能性が高いため，メタタグやスポンサーリンクに
おいて競争者の商標を用いることは一般的にも行われていると考えられてい
る69)。
ここに商標権の権利行使を認めることは，競争法・競争政策の観点からは，
競争者の排除に繋がると解することもできるように思われる。我が国の事例に
おいては，検索サイトに表示されたウェブサイトの説明部分と記述（descrip-
tion）メタタグの記述内容が同一であったため，商標権侵害の成立を認めてい
るが，キーワードメタタグについては，商標権侵害の成立が認められたか否か
は明らかではなく，射程は，記述（description）メタタグに限定されることに
なる。
従って，特にキーワードメタタグへの商標の使用は，商標法上の使用に該当
し，同法の違反を構成するか否かが裁判例においては，明らかではない以上，
商標権の権利行使に該当すると解されるべきではなく，競争法・競争政策の観
点からも検討されることが要請される。
Ｅコマースではない通常の商取引における商標権者の保護態様を無限定にＥ
コマースにおけるそれへと導入することは，競争法・競争政策に対し負の効果
を生ぜしめる可能性があることに留意すべきである。
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69）例えば，Googleと Yahoo! は，スポンサーリンクの販売にあたり，最も効果的なキーワード
として，商標権化された商品名称を紹介してきていることが指摘されている。See. Supra note
58 at 9.
